
はじめに

日本の労働市場の動きを振り返ると, 1970 年以降では第一次石油ショック後の 1973～1975 年

と ｢バブル崩壊｣ 後の 1992 年以降に大きな調整局面に遭遇している1.

第一次石油ショックでは原油価格が上昇し, 供給面にマイナス・ショックを与えて物価上昇と

マイナス成長を同時に生起させた. そのため企業収益の悪化を招き, 深刻な雇用調整に発展した

ものの, 完全失業率の急上昇は避けられた.

｢バブル崩壊｣ に伴う株価や地価の資産価格下落は, 不良債権を発生させるとともに, 金融機

関の信用創造機能を低下させた. 企業は雇用過剰感を高めて雇用調整を継続して実施した. 特に,

1997 年に表面化した金融不安は, この長期平成不況2に追い討ちをかけた. 1998 年以降は雇用量

が減少するとともに, 完全失業率が 5％台へと急上昇した. その一方では賃金は実質, 名目共に
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1 内閣府の景気基準日付によれば, 第一次石油ショック関連では第 7 循環として 1973 年 11 月が景気の

山, 1975 年が谷である. ｢バブル崩壊｣ 関連では, 第 11 循環として 1991 年 2 月を山, 1993 年 10 月
が谷, その後は第 12 循環として 1997 年 5 月が山, 1999 年 1 月が谷, 第 13 循環として 2000 年 11 月
が山, 2002 年 1 月が谷としている. しかし, ｢バブル崩壊｣後は長期停滞期にあったと言える.

2 ここでは ｢バブル崩壊｣ 後の不況が長期にわたったため, 長期平成不況を暫定名称として用いている.
篠原(2006)は 1991 年 3 月以降を ｢平成長期不況｣ を命名している.

要 旨

完全失業率上昇の主要因については, デフレ要因を強調する論者と構造的・摩擦的要因を強調す

る論者がある. しかしながら, 構造的・摩擦的失業率を推計する手法は十分に確立されたものでは

ない. 本論では, 従来の労働需給の不均衡モデルに構造的・摩擦的要因を導入することで労働市場

の拡大不均衡モデルを構築した. さらにマクロ経済データを用いた実証分析によって構造的・摩擦

的失業率を推計するとともに, 労働需給不均衡と完全失業率, 欠員率との関連を考察した.

キーワード：労働市場, 需給不均衡, 不均衡計量分析, 失業率, 欠員率, UV 曲線,

構造的・摩擦的失業率, 雇用調整, 雇用保蔵, 人的資本
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低下するというこれまでに経験のない事態に直面した.

1992 年以降の完全失業率の上昇については, 様々な要因が挙げられている. ケインジアン的

立場からは名目賃金の下方硬直性を強調し, 物価下落が需要不足失業率を上昇させたという指摘

がなされる. こうした立場からは, 日本銀行のコールレート低め誘導, さらにはゼロ金利下での

量的緩和政策が失業対策として望ましいものとなる. 一方, 構造改革派の立場からは, 失業率上

昇の主要因は構造的・摩擦的要因であるという指摘がなされる. 従って, 労働市場における柔軟

性を重視する観点からは, 規制緩和を伴った雇用創出や労働者の移動促進が失業対策として望ま

しいものになる.

日本において 1992 年以降, 完全失業率が上昇した背景には, 労働市場における需給不均衡の

拡大, 雇用創出率の低下, 雇用喪失率の上昇といった事態が発生していた可能性は否定できない.

また, 第一次石油ショック時と比較して企業の雇用調整行動に変化があった可能性もある.

従って, 失業率上昇要因を分析するためには, 労働市場の不均衡状況, 企業の雇用調整行動,

労働市場の柔軟性といった多面的視点からの分析が要求されることになる.

しかしながら, 労働市場の不均衡について客観的なデータを提示することは難しい. こうした

問題意識の下に, 本論では第一次石油危機と ｢バブル崩壊｣ 後の長期平成不況を含む期間につい

て, 日本の労働市場を対象とした不均衡計量分析を用いた実証分析を行ない, その結果を踏まえ

て, 労働市場の需給不均衡の推移を検証するとともに, 構造的・摩擦的失業を含めた ｢バブル崩

壊｣ 後の日本の労働市場の構造変化についての考察を行った.

1 で日本の労働市場の現状について労働関連統計を用いて示す. 2, 3 で, 失業問題に拡張した

労働市場の不均衡分析の枠組みを提示し, 4 で推定方法と推定結果を紹介する. 5 では労働需給

不均衡と労働統計との関連, 6 では労働需給不均衡と失業率の関連について構造的・摩擦的失業,

雇用調整に言及しつつ検討する.

1. 日本の労働市場が抱える問題点

日本の失業率については, 過去 30 年間以上, 上昇傾向を辿っている. 但し, 1970～1980 年代

の上昇は緩やかであり, ｢バブル期｣ には一時低下したが, 1992 年以降は急上昇を示している.

ここから次の 2 点を問題点として指摘できる. 第 1 点は, 1992 年以降, 労働市場における需給

調整機能が低下したために構造的・摩擦的失業率が上昇したのではないのかということである.

第 2 点は同時期に労働市場に何らかの構造的変化が生じて企業や労働者の行動に変化が生じたの

ではないかということである.

失業の内容を分析するための標準的な手法として, UV 曲線 (ベヴァリッジ曲線) が挙げられ

る. UV 曲線は失業率と欠員率の関係を示したものであり, 縦軸が失業率, 横軸が欠員率を示す.

UV 曲線の性質から, (失業率＜欠員率) は需要超過であり 45 度線よりも下方, (失業率＞欠員

率) は供給超過であり 45 度線よりも上方が該当する. また, UV 曲線と 45 度線との交点におい
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ては, 欠員率＝失業率となっており, そのときの失業率は構造的・摩擦的失業率である. UV 曲

線が上方にシフトすることは労働市場の柔軟性が低下して, 構造的・摩擦的失業率が上昇してい

ることを示している.

日本における 1970 年から 2005 年までの間の失業率と欠員率の関係は図 1 に示されるとおりで

ある3. 図から, 欠員率は, 景気が後退局面に入っても最低限 2％程度は存在していたこと, 景

気拡大期には上昇したことが示される. また, 失業率は景気拡大期には低下するものの基本的に

は上昇傾向を辿っていることが読み取れる.

厚生労働省 (2005) は UV 曲線を用いて, 完全失業率を構造的・摩擦的失業率と需要不足失

業率に分割しており, 図 2 はその結果を示している4.

ここから, 1970 年以降, 構造的・摩擦的失業率は ｢バブル期｣ を除いて上昇を続けており,

特に 1992 年以降の上昇は急であること, 第一次石油ショック発生前の高度成長期と 1990 年前後

の ｢バブル期｣ 以外は, 殆どの時期において需要不足失業が発生していたことが示される.

このように UV 曲線を用いた応用分析結果は, 日本の失業率は構造的・摩擦的失業率と需要

不足失業から構成されており, 失業率の長期的上昇要因は構造的・摩擦的失業率の上昇であるこ

と, ｢バブル崩壊｣ 後の失業率上昇は構造的・摩擦的失業率の急上昇に加えて需要不足が上昇に

拍車をかけたことが示される. 2001 年～2003 年の間は完全失業率が 5％台前半であり, 構造的・

摩擦的失業率は 4％程度であることが示される. 労働経済白書 (2005) では年齢, 選好する仕事

内容, 技能のミスマッチ要因が大きいことを指摘している.

但し, このような分析結果に対しては, 北浦等 (2003) からの批判もある. その論点は, 厚生

労働省 (2005) の分析は構想的・摩擦的要因を考慮せずに, UV 曲線が上方にシフトしたことを

前提として完全失業率の実績値から構造的・摩擦的失業率を推計しているために, 構造的・摩擦

的失業率の値が過大推計となっているというものである. また, UV 曲線は景気変動に応じて円

運動を行う傾向があるため, 構造的・摩擦的失業率は景気回復初期に過大評価され, 景気後退の

初期では過少評価されると指摘されている.

藤井 (2004) は, UV 曲線を用いた構造的・摩擦的失業率推計に関する実証分析をサーベイし

ている. その結果によると, 1999 年～2001 年を対象とした構造的・摩擦的失業率は, 北浦等

(2003) を含めた研究者による推計値が 3％台前半となっていることが示される.

完全失業率が 1992 年以降, 急上昇したことの背景には, かつてない厳しい雇用調整があった

のではないかと言われている. Chuma (2002) は第一次石油ショック後と ｢バブル崩壊｣ 後の
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3 日本では, UV 曲線を描く場合, 失業が主に雇用者から発生するという理由から, 完全失業率ではな
く雇用失業率 ((完全失業者数／(雇用者数＋完全失業者数))×100) が用いられるのが一般的である.
しかしここでは後段の展開との整合性を図るために完全失業率を用いている.

4 厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室より, 労働経済白書には掲載されていない 1970 年～
1975 年及び 2005 年第Ⅱ四半期以降の分析結果についても提供していただいたことについて謝意を表
するものである.



雇用調整を比較検討して, 後者の方が厳しい雇用調整を行ったこと, それは個別企業を観察する

とより正確に把握できることを指摘している. また, ｢バブル期｣ に従業員を抱え込んだことが

｢バブル崩壊｣ 後の過剰雇用問題につながったと指摘している.

1990 年代以降, 特に ｢バブル崩壊｣ 以降は雇用調整速度が上昇したとされる. 我々の先行研

究である山上 (2003) においても, 1990 年以降の賃金調整速度と雇用調整速度は 1980 年代より

も上昇している.

安井 (2005) によれば, 雇用調整速度の上昇については, 雇用調整費用が低下して雇用調整速
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出典：厚生労働省 (2005) ｢労働経済白書｣
注：分析結果の詳細は厚生労働省政策統括官付労働政策担当

参事官室から提供を得た.

図 2 失業率の推移
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注：欠員率＝(有効求人数－就職件数)／((有効求人
数－就職件数)＋雇用者数)

資料：総務省統計局 ｢労働力調査｣, 厚生労働省 ｢職
業安定業務統計｣

図 1 日本における失業率と欠員率の関係



度が上昇した可能性, 企業の行動事態に変動が生じるような労働市場の構造変化が発生した可能

性が考えられる.

阿部 (2005) は, 1992 年以降に完全失業率が上昇したことについて, ｢バブル崩壊｣ による景

気低迷のみで説明することは難しいことを指摘している. つまり日本の労働市場において, ｢バ

ブル崩壊｣ 後に時を同じくして情報通信技術の発展, 高齢化の進展, 労働人口減少, 女子労働力

比率の上昇といった構造変化が生じたというものである.

企業経営者やエコノミスト5といった実務家の間には, ｢バブル崩壊｣ 以降, 日本企業における

賃金が割高である, あるいは雇用量が過大で労働市場は常に超過供給状態にあることが雇用調整

に至った要因であるという共通認識が存在していたように思われる6.

そのような認識の拠り所となっているのは, 労働分配率や雇用人員判断 D. I. の推移である.

まず, ｢法人企業統計調査｣ (財務省) から計算した労働分配率7と ｢企業短期経済観測調査｣ (日

本銀行) における雇用人員判断 D. I. (｢過剰｣ － ｢不足｣), さらに ｢労働経済動向調査｣ (厚生

労働省) における雇用調整実施企業割合の推移の推移を追ってみたのが図 3 である8. ここでは

比較が容易になるように四半期別の数値を年別の数値に置き換えている.

労働分配率の水準は ｢バブル期｣ に大きく低下し, ｢バブル崩壊｣ 後に急上昇している. この

ことは企業内に ｢雇用過剰｣ が存在すること, あるいは賃金水準が割高であることの一つの根拠

となっている. さらに, 雇用人員判断 D. I. は ｢バブル期｣ に (｢不足｣ ＞ ｢過剰｣) となってい

るのを除くと, 殆どの時期で (｢過剰｣ ＞ ｢不足｣) となっている. つまり, 雇用人員判断 D. I.

は恒常的に ｢過剰感｣ を示しており, 日本の労働市場は恒常的に労働供給超過 (Chronicle

Excess Labor Supply) 状態であることを支持しているように見える.

3 者は景気変動に応じて上下変動しており, 変動パターンは近似している. このことは 3 者の

間に何らかの関連性がある可能性を示唆している. 多くの経営者やエコノミスト等は,

{労働分配率の上昇} → {賃金割高または雇用過剰感} → {雇用調整} → {失業発生}

という図式に基づいて失業発生メカニズムを捉えていると考えられる.
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5 エコノミストとは本来, 経済学者を指すが, 日本においては, 官庁, 企業の調査部等において経済問
題の分析を担当する官僚・職員を指している (田中 (2006)).

6 政府関係機関や民間調査機関から刊行された雇用関連レポートから筆者が総合的に判断した.
7 ここでは, 労働分配率＝人件費／(人件費＋営業利益＋減価償却費) と定義した.
8 ｢企業短期経済観測調査｣ は 1974 年 5 月に調査が開始されたため, それ以前については比較できない.

また, 2004 年からは, 調査対象企業に変更が生じている.
｢労働経済動向調査｣ は 1974 年 1 月以降の結果が利用可能であるが, 数度の調査対象変更があり, 業
種が拡大された. 1974 年第Ⅱ四半期～1984 年第Ⅰ四半期は ｢製造業｣ ＋ ｢卸売・小売業, 飲食店｣
の 2 業種, 1984 年第Ⅱ四半期～1994 年第Ⅲ四半期は 2 業種＋ ｢サービス業｣ の 3 業種, 1994 年第Ⅳ
四半期～1998 年第Ⅲ四半期は 3 業種＋ ｢建設業｣ ＋ ｢運輸・通信業｣ の 5 業種, 1994 年第Ⅳ四半期～
2003 年第Ⅲ四半期は 5 業種＋ ｢金融・保険業｣ ＋ ｢不動産業｣ の 7 業種, 2003 年第Ⅳ四半期以降は
産業区分が 7 業種から 9 業種に変更されている. 接続されたデータは, 厚生労働省大臣官房統計情報
部から提供いただいた.



しかし, このような因果関係は実証分析によって検証された訳ではない. また, 恒常的供給過

剰といった認識は, 労働需給不均衡を示す何らかの客観的データによって立証されたものではな

く, 賃金割高感あるいは雇用過剰感といった感覚的認識によって議論が牽引されてきたことにな

る.

その一例として, 1990 年代前半には企業の間接部門に勤務するホワイトカラー層の過剰感が

唱えられ, 同層の労働生産性が低いという主張が各所で喧伝された. 但し, ｢過剰感｣ とは経営

者の感覚的議論であり, 社内に労働力の非有効利用分が存在しているという厳密な実証がなされ

た訳ではない. また, 山上 (1994) により, 間接部門の労働生産性が低いとされていることにつ

いては, 根拠のある主張ではないことが確認されている.

以上の事柄は, 労働市場における企業の雇用調整行動, 構造的・摩擦的失業の分析を行うに当

たって不均衡分析の観点からの接近が不可欠であることを示唆している.

2. 労働市場の不均衡と不均衡計量分析

均衡分析においては, 市場において常に需要と供給が一致している状態を想定している. これ

に対して不均衡分析においては, 市場は常に不均衡状態から均衡への価格を媒体とした均衡模索

過程にあると捉える. 不均衡分析とは, 市場が常に不均衡であると想定している訳ではなく, 均

衡分析とは概念的に対立するものではないと考えられる.

不均衡分析で想定される市場の基本概念を, 労働市場を例にとって描くと, 図 4 に示すとおり

になる. DD� と SS� がそれぞれ労働需要と労働供給を表すものとすると, 均衡点Ｅより下半分

では需要超過状態であり, 賃金は上昇プロセスを辿る. 逆に上半分では供給超過状態であり実質

賃金は下落プロセスを辿ることになる.

実質賃金が完全に伸縮的でない限り, 労働需要と労働供給は必ずしも一致しない. その場合,
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資料：財務省 ｢法人企業統計季報｣, 厚生労働省 ｢労働経済動向調
査｣, 日本銀行 ｢企業短期経済観測調査｣

図 3 労働分配率と雇用過剰感, 雇用調整実施状況の推移

(暦年)



需要量と供給量の少ない方に雇用量は限定されるため, 実際に観察される賃金と雇用量は, Ｅよ

り左半分の DES 上にあるということになる.

市場の不均衡状態を想定して需要と供給に関する実証分析を行うには不均衡計量分析を必要と

する. その際に問題となるのは, 観察される数量が需要量なのか供給量なのか簡単に識別できな

いことである.

不均衡計量分析手法を概観するとともに, 推定手法の基礎を構築した Fair and Jaffee (1972)

に従うと, 推定方法は次のように分類される.

�) 観察された雇用量が需要量か供給量かが事前には判別されないままに, 観察された取引

量が需要曲線あるいは供給曲線上にある条件付き確率密度関数を定義する. これを共密

度関数を用いて書き換え, さらに尤度関数を求めて最尤法でパラメーターを推定する手

法 (最尤法)

�) 価格変化の方向を需給判別に用いてサンプルを分割し, それぞれについて最小 2 乗法を

適用する手法 (方向指示法 (Directinal Methd) Ⅰ)

�) 価格変化の程度が不均衡の程度に比例すると見なし, 全てのサンプルを用いて 2 段階最

小 2 乗法を適用する手法 (方向指示法 (Directinal Methd) Ⅱ)

Rosen and Quandt (1978), Quandt and Rosen (1986) 等は労働市場に不均衡計量分析を導

入した先駆的研究であり, �) の手法を踏襲している. 但しこの方法では価格が数量とは独立し

て扱われており, 情報が十分に活用されていない.

�) の手法では推定に当たってすべてのサンプルを使用していない欠点がある. これに対して,

�) の手法は推定に当たって全てのサンプルを使用しており, 数量の情報も活用しているという

利点がある. Bowden (1978), 伊藤 (1985) 等は�) の手法を精緻化した計量モデルを開発した.

ここでは Bowden 及び伊藤の不均衡分析手法に基づいた労働市場不均衡についての推計手法の

概略を山上 (2003) に従って述べる.

図 4 にあるように, 実質賃金が WL の水準の場合, 労働需要量は労働供給量を上回っている.
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図 4 労働市場における不均衡の概念



逆に実質賃金が WH の水準の場合, 労働需要量は労働供給量を下回っている.

労働市場において観察される実質賃金と雇用量は, 必ずしも均衡実質賃金率 w＊と均衡雇用量

L＊ではない. 観察される雇用量 ��は short-side の原則に従って

��������������� ①

と定義できる. ここで ���：労働需要, ���：労働供給である. このとき観察される賃金水準は,

観察される雇用量に対応する賃金である.

労働需要関数は企業の利潤最大化, 労働供給関数は家計の効用最大化から導かれる.

��������������������������������	������������
�	���� ②

���������������������������
����	����������� ③

ここで ��：実質賃金, ��：生産量, 	：タイムトレンド, 
�：潜在労働供給量, ��：非勤労

所得である. 但し労働需要関数には雇用調整の要因を加えるために前期雇用量 ���������を説明

変数として追加している.

実質賃金は次の調整過程に従うものとする.

������������
�
�������

��
 ④

ここで ��
：実質賃金の調整速度である.

労働需給 ����, ����を均衡させる実質賃金は次式で表わされる.

����
�
�������������������������������	������������
�	�

����������������	����
���� ⑤

④, ⑤から実質賃金に関する誘導型の関数式は次のように求められる.

�������
��������������
���������������������������	������������
�	�

�����������
����	��������������
�������������������� ⑥

同様に労働需給 ����, ����が均衡した場合の雇用量は次式で表わされる.

����
�
����������������������������������	������������
�	�

���������������
����	��������� ⑦

Fair-Jaffee (1972) に従うと ��	 ����であれば需要超過状態, ��
 ����であれば供給超過

状態にある. 従って,

��	 ����であれば ������� �������� �������������������������� ⑧

��
 ����であれば ������� �������� �������������������������� ⑨

となり, ④の考えを用いることで労働需要関数と労働供給関数は次のように書き換えられる.

�������������������������������	������������
�	

����
�������������
��������
�
������ ⑩

��������������������������
����	�������

��
������������
��������
�
������ ⑪

ここで,

�����
�
��� ����������������
������	 �����������
������� ��������

……………………………………………………………………………

……………………

…………………………………

…………………………………………………………………

………………………………………………

…………

…………………………………………

……………

……………

…………………………………

………………………………………
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�����
�
��� ������������������������ ������������������� ��������

である.

誘導型賃金関数⑥と労働需給関数⑩, ⑪の 3 本の式で連立システムは完成し, 内生変数は ��,

�
�
�, ��である. このシステムは非線形三段階最小二乗法で推定することで効率的な推定値を求

めることが可能となる.

労働市場に不均衡計量分析を適用することで, 賃金と雇用の相互依存関係を考慮に入れた調整

過程の分析が可能となる. また, 賃金が均衡値からどの程度乖離しているか, 労働需要と労働供

給がどのように推移しているかを把握することができる.

山上 (2003) は Bowden (1978) 及び伊藤 (1985) の手法に基づいた日本の労働市場の不均衡

分析を行った. そこでは 1980 年～2001 年を対象としており, 雇用調整と賃金調整による労働需

要と労働供給の均衡回復過程を考察したところである. その結果は, 日本の労働市場は ｢バブル

期｣ には需要超過, 1999 年以降は供給超過状態に陥っていたこと, 製造業は全産業と比較して

賃金調整, 雇用調整ともに時間を要すること等が示された. 但し, この段階では構造的・摩擦的

失業問題はモデルに組み込まれていない.

3. 構造的・摩擦的失業問題への不均衡分析の拡大

通常の不均衡分析においては, 図 4 にあるように, 需要超過状態においては欠員 (BG) が発

生するが失業は発生しない. 超過供給状態においては失業 (AF) が発生するが欠員は発生しな

いと想定されている.

しかしながら, 現実問題として失業と欠員は同時に生起する. 失業と欠員の同時発生の可能性

について, 不均衡分析の枠組みでの理論モデルを提示したのは Hansen (1979) である.

Hansen (1979) に従うと, 図 4 において, 観察される雇用量は, DES 上ではなく CC�上にあ

ると想定される. 需要超過状態においては, 欠員 (IG) と失業 (IB) が同時に生起し, 供給超

過状態においては失業 (FH) と欠員 (AH) が同時に生起する. 労働需給が均衡する賃金率 W＊

においても, 失業＝欠員 (＝EJ) となり, このときの失業率を構造的・摩擦的失業率と呼ぶ.

これは労働市場の情報不足や技能等にミスマッチにより求人が満たされない状況が発生すること

を意味している.

先に示した失業率 (U) と欠員率 (V) の関係を示す UV 曲線は, 図 4 の不均衡分析における

失業率と欠員率の関係を示したものである. UV 曲線の理論的導出は Pissarides 等によってな

されている. Pissarides (2000) は, 雇用喪失による就業状態から失業状態へのフローと雇用創

出に伴う失業状態から就業状態へのフローが等しくなることで失業率に変動が生じない状態を定

常状態と想定する. 欠員が常に充足されるものではないことは, 情報の偏在, 技能のミスマッチ

に由来するものであるとしている. UV 曲線は定常状態における欠員率と失業率の関係を示して

おり, マッチング関数を用いて原点に対して凸型をしていることが示される. さらに賃金率と雇
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用創出率の関連から, 労働需要関数を雇用創出関数, 労働供給関数を賃金関数に置き換えて両者

の均衡点における失業率を均衡失業率としている. この均衡失業率は概念上, 図 4 の構造的・摩

擦的失業率に相当するものであることから, Pissarides (2000) の展開した議論は CC�の位置を

推測する試みでもあると言える9.

労働市場に関する実証分析においても, 構造的・摩擦的失業の概念を導入することがこれまで

にも試みられている. その一つの試みは Sneessens and Dr�ze (1986) によるノン・ワルラシア

ン・アプローチに不均衡的要因を組み込むものであり, Barro-Grossman-Benassy-Malinvaud

モデルに基づくものである.

モデルでは, 価格調整機能が不十分な市場において, 雇用は売上げ制約 (ケインジアンタイプ

の失業), 能力制約 (古典的失業), 労働供給制約 (インフレ抑制・過少消費) によって決定され

る. 労働市場が多数のサブ・マーケットから構成されており, 個々の市場では失業が発生したり,

欠員が発生したりしていると想定する. これら要因別雇用量を集計した労働力関数のパラメーター

から構造的・摩擦的失業率を推計することが可能となる10. 同様の分析は Gagey, Lambert and

Ottenwaelter (1990) においてもなされている.

もう一つのタイプのアプローチは, これまで説明してきたワルラシアン不均衡計量分析のフレー

ムワークに均衡失業率の概念を組み込むことである.

図 4 で示したように, 構造的・摩擦的失業が存在する場合, 実際に観察された雇用量 ��は

DES 上ではなく CC� 上に存在することになるため, ��は ���, ���いずれよりも小さいことにな

る. 従って, ①式は,

��������������� ①�

と書き換えられることになる.

Quandt and Rosen (1986) の不均衡モデルでは, 労働需給不均衡と欠員率, 失業率との関係

を示す式がモデルに組み込まれている. 統計上, 捕捉される失業率と欠員率を ��, ��とすると,

Hansen (1979) のフレームワークから,

���� �������� ⑫

���� �������� ⑬

が成立している11. ⑬と⑭を組み合わせることにより, 次の関係が導かれる12.

������������ ����� ⑭

……………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

………………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………
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9 Pissarides (2000) 第 1 章.
10 Sneessens et al. (1986) に従うと, 雇用量を集計することにより, �	����
��

��
���
��

��

��

��
�
��	�が成立する. ここで, �	：取引された雇用量, �( )：労働需要, 
�：国内財需要,


�：生産水準, �
：労働供給である. このとき, 構造的・摩擦的失業率は ��
��	�	�
�

���
��	�で求められる.

11 但し, ここではモデルを組み立てる都合上, ��と ��は観察された雇用量に対する失業者数及び欠員
数の比率であると定義されており, 統計上の定義とは異なる.

12 ⑫と⑬から ���	���を求め, 両辺の対数をとった上でテイラー展開すれば⑭式が求められる.



Quandt and Rosen (1986) では労働需要関数, 労働供給関数, 名目賃金調整関数, 物価調整

関数と⑭式でモデルの体系としている. 但し, 観察された雇用量が供給量又は需要量であると想

定しているために short-side の原則を示す①は有効であり, ��と ��については外生変数として

いる. これに対して, Morissette and Salvas-Bronsard (1993) は構造的・摩擦的失業は産業

間の労働者移動に起因するものであると想定して, short-side の原則を次のように修正する.

������������������� ①��

但し, Σは構造的・摩擦的要因を示す変数である. このように労働市場に関する不均衡分析にお

いて構造的・摩擦的失業要因を組み込むには, 構造的・摩擦的要因を示す説明変数を追加して

��と ������������の乖離を埋める必要性がある.

Quandt and Rosen による米国の労働市場を対象とした一連の分析は, 労働市場に関するワル

ラシアン不均衡計量分析を用いた実証分析の代表例であり, それらの成果は Quandt and Rosen

(1988) において集大成されている. そこでは, 米国労働市場における 1932 年～1983 年の間に

ついての需給不均衡の推移, 名目賃金の調整過程, 需給不均衡と失業の関連性について検証がさ

れており, 米国の自然失業率が推計されている.

Morissette and Lisa (1993) は労働需要関数, 労働供給関数と①�� でモデルの体系としてい

る. 推定に当たっては, Σとして産業間の雇用変動の分散指数である lilian 係数が用いられてい

る. 推定結果から, 産業間の労働者移動に起因する構造的・摩擦的失業率の占める比率は極めて

低いと結論付けられている. 但し, Lilien 係数については, 産業部門によって雇用者数の景気感

応度が異なることから, 景気変動の影響を受けて係数の値が変動するため, 失業率指標として適

切でないという批判が Abraham and Katz (1986) によってなされている.

4. 不均衡計量モデル構築と推定結果

ここでは構造的・摩擦的失業要因を組み込んだ不均衡計量分析モデルを構築し, 推定結果を提

示する. 推定は, 観察される雇用量が図 1 の DES 上に存在すると想定した場合と, 観察される

雇用量が CC� 上に存在すると想定した場合について行った.

観察される雇用量が図 1 の DES 上に存在すると想定した場合を (ケース①) とする. このと

き, 推定する式は⑥, ⑩, ⑪であるが, ⑩の労働需要関数についてはトレンドのパラメーターが,

⑪の労働供給関数については非勤労所得のパラメーターが有意に推定されないため, 推定から除

外した13.

観察される雇用量が CC� 上に存在すると想定した場合を (ケース②) とする. この場合, 構

……………………………………………………………………
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13 Romer (1981) は, Rosen. and Quandt (1978) の分析結果のうち, 世界恐慌時の需給不均衡をうま
く描写できない要因は, 労働供給関数の説明変数に非勤労所得が含まれていることによることを指摘
した. 非勤労所得意は勤労所得の一部が資産蓄積に回った結果として得られるものなので, ライフサ
イクルを考えた労働供給関数では内生変数となるためであると指摘した.



造的・摩擦的要因を示す変数を追加しなければならない. 構造的・摩擦的失業を示す変数として

は Lilien 係数があるが, 先に指摘した問題点がある. さらに藤井 (2004) が日本の Lilien 係数

を計測したところ, ｢バブル崩壊｣ 後に顕著な上昇を示した訳ではないという結果となっており,

変数として採択することは難しい. 北浦等 (2003) では想定される限りの説明変数を用いて UV

曲線を推定し, 構造的・摩擦的要因を示す変数として第 3 次産業就業者比率, 離職率, 高齢化要

因としての男子 50～59 歳雇用者数の雇用者数に占める割合, 女子労働力率, パートタイム労働

者比率, 雇用保険平均受給日数, 雇い主の社会保障負担等が有効であることを示している. しか

しながら, これらの変数が有効であるとしても, 理論的観点から見た場合, アド・ホックに変数

を選択したものであることは否定できない. また, 構造的・摩擦的要因を示す全ての変数を取り

上げることは不可能である.

ここでは図 4 において, 均衡賃金よりも上では欠員率が, 下では失業率がそれぞれ需要曲線,

供給曲線と曲線 CC� の乖離を説明するものであることに着目し, 不均衡分析の枠組みに失業率

と欠員率を説明変数として加えて次式を設定した.

������� ������������������������������������ �	���
��� ���
���� ⑮

������� ������������������������������������ �	���
��� ���
���� ⑯

この関係を考慮に入れて労働需要及び供給関数の推定を行うに当たっては, ��と ������������

の乖離を調整するために, DES と CC� の乖離を示す次の変数を作成した.

���� ���	���
��� ���
��������	���
��� ���
���� ⑰

⑰を用いると, ⑩と⑪は次式にように修正される.

����������������
��������������	�����������
���������

��������������	�������
���

�
������ ⑩�

����������������
���������
���
���������

�����������	�������
���

�
������ ⑪�

従って (ケース②) は⑥, ⑩�, ⑪� を推定することになる. 但し, ここでは ��と ��が外生的

に決定されると想定しているので, ���も外生変数であると想定する. 統計上, 捕捉される失業

率は, 不均衡計量分析に基づく労働需給から内生的に決定される失業率とは概念的に必ずしも一

致しない14. 欠員率については, 企業が賃金水準を念頭に置いて求人を出しているため理論値と

の乖離は小さいと考えられる. しかし日本では欠員率が公共職業安定所での求人数と就職件数を

もとに算出されているため, すべての求人がカバーされている訳ではないことから, 統計値には

………

………

……………………………

…………………………………

………………………………………
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14 Quandt and Rosen (1988) は米国における公表失業率が労働供給と労働需要の乖離と一致するもの
ではないことを指摘している. つまり, ある賃金水準の下で働く意欲はあるが仕事がないという理論
上の失業状態を把握するものではないことを指摘している. また, Lucas and Rapping (1969) が,
『統計上捕捉される失業は調査期間中の職探しの有無等について尋ねたものであり, それは現行賃金
を前提とした質問であるが, 回答者はそのようなことを知った上で回答している訳ではないとしてい
る』 ことを紹介している.



偏りが発生している可能性がある.

推定に用いたデータは, 雇用量については, ｢労働力調査｣ (総務省統計局) で公表されている

雇用者数 (季節調整値) に ｢毎月勤労統計調査｣ (厚生労働省) で公表されている労働時間指数

(季節調整値)を乗じたものを用いた. 実質賃金については, ｢毎月勤労統計調査｣ (厚生労働省)

で公表されている実質賃金指数 (季節調整値) を労働時間指数で除したものを用いた. アウトプッ

トとしては ｢国民経済計算｣ (内閣府) で公表されている実質 GDP (季節調整値) を用いた15.

潜在労働供給量は, ｢労働力調査｣ で公表されている 15 歳以上人口に労働時間指数を乗じたもの

を用いた. 完全失業率は ｢労働力調査｣ での公表値 (季節調整値) を, 欠員率は ｢職業安定業務

統計｣ (厚生労働省) の (有効求人数－就職件数) ／ ((有効求人数－就職件数) ＋雇用者数) を

用いた.

推定はいずれの場合についても, 非線形三段階最小二乗法で推定し, 推定期間は, 1972 年第

Ⅰ四半期から 2005 年第Ⅳ四半期を対象とした. この期間を選択したのは, 第一次石油ショック

とその後の景気後退期, バブル発生と崩壊及びその後の経済停滞期を含むからである.

推定結果は表 1 に示すとおりである. いずれのケースについてもパラメーターは符号条件を満

たしており, 有意なものとなっている. ��, ��はマイナスで有意となっており, 観察される雇用

量が推定需要量または推定供給量よりも少ないことを示している. また, ��, ��の推定値がほぼ

同一の値となっており, ケース②で推定した労働需給関数は, ケース①で推定した労働需給関数

が右方にシフトしたものであることが確認できる.

5. 労働需給不均衡と労働統計

不均衡計量分析の推定結果から, 推定需要量, 推定供給量, 均衡雇用量, 均衡賃金率を求める

ことができる. 図 5 は不均衡計量分析の推定結果のうち (ケース②) に基づいて求めた 72 年以

降の, 労働需給の不均衡の推移を示したものである16. ここでは不均衡を示す指標として,

労働需給不均衡 (％) ＝ ((労働需要量推計値－労働供給量推計値) ／均衡雇用量推計値) ×100

を用いた.

ここから日本の労働市場は, 第一次石油ショック発生前の高度成長期と 1990 年前後の ｢バブ

ル期｣ において, 大幅な労働需要超過状態となっていたこと, 第一次石油ショック発生後の 1970

年代後半と ｢バブル崩壊｣ 後, 特に金融不安が顕在化した後の 1998 年～2002 年の間においては

大幅な労働供給超過状態となっていたことが示される.

推定期間を通してみると, 日本の労働市場においては, 雇用量は均衡からの乖離が生じて需要

超過や供給超過の不均衡状態を繰り返してきたこと, 不均衡状態は時間を要しても均衡に復位し
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15 GDP は, 93SNA に基づくものを用いている.
16 労働需給の不均衡の推移は (ケース①) と (ケース②) で殆ど同一である.



ていることがわかる. 特に深刻であった 1998 年以降の労働供給超過状態も, 2003 年末時点にお

いてほぼ解消されている.

このことは, 日本の労働市場において実質賃金の需給調整機能が働いていたことを示すもので

あり, 慢性的な労働供給超過状態を継続し続けた訳ではないことを示している.

不均衡計量分析の結果から得られた労働需給不均衡の推移を, 図 3 で示した労働需給を示すと

される経済指標と比較することで, 各経済指標の性質を検討する.

図 6 は労働需給不均衡の推移を雇用人員判断 D.I., 雇用調整実施事業所割合と比較したもので

ある. 但し, ここでは比較が容易になるように四半期別の数値を年別の数値に置き換えるととも

労働市場の不均衡と構造的失業
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表 1 賃金・労働需要・供給関数の推定結果

(ケース①) (ケース②)

賃金関数 需要関数 供給関数 賃金関数 需要関数 供給関数

�
0.711

(26.193)**
��

-0.524
(-0.822)

��

-0.141
(-0.153)

�
0.702

(26.802)**
��

-0.280
(-0.455)

��

0.119
(0.113)

��

-0.222
(-4.472)**

��

0.345
(15.726)**

��

-0.207
(-4.378)**

��

0.380
(17.011)**

��

0.129
(2.929)**

��

0.961
(14.534)**

��

0.151
(3.574)**

��

0.943
(14.693)**

��

0.911
(12.106)**

��

0.873
(12.000)**

��
-0.022

(-4.554)**
��

-0.022
(-4.569)**

R2＝0.989 R2＝0.966 R2＝0.951 R2＝0.989 R2＝0.969 R2＝0.951

D.W.＝2.318 D.W.＝2.386 D.W.＝1.177 D.W.＝2.320 D.W.＝2.422 D.W.＝1.361

推定期間：1972 年第Ⅰ四半期～2005 年第Ⅳ四半期 推定期間：1972 年第Ⅰ四半期～2005 年第Ⅳ四半期

( ) は t 値 10％, *は 10％, **は 5％の棄却水準で有意であることを示す.
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図 5 労働需給不均衡の推移



に,

労働需給不均衡 (％) ＝ ((労働供給量推計値－労働需要量推計値) ／均衡雇用量推計値) ×100

としている.

図 6 で判明する重要な点は, 雇用人員判断 D.I., 雇用調整実施事業所割合は労働需給不均衡と

連動した上下変動を示していることである. 但し, 第一次石油危機後は労働供給超過の度合いと

比較して雇用調整が抑制されていた可能性があること, ｢バブル崩壊｣ 後については不均衡計量

分析では労働需要超過状態にある 1993 年頃においてすでに雇用人員過剰感が高まり, 雇用調整

実施事業所割合が高まったことである. 図には示されていないが, 労働需給不均衡と労働分配率

の推移を比較すると, 第一次石油危機後は労働供給超過の度合いと比較して労働分配率の上昇は

緩やかであり, ｢バブル崩壊｣ 直後については, 不均衡計量分析では依然として労働需要超過状

態にあるにもかかわらず, 労働分配率は上昇している.

但し, 労働分配率は, 企業の売上高の変動に応じて変動するのみならず, 生産構造の変化, 資

本の収益率にも左右される17. 労働分配率が ｢バブル崩壊｣ 後に上昇したことについて, 企業の

売上高減少のみならず, サービス業の進展や資本ストックの収益率低下といった生産構造の変化

による上方シフトであるという解釈も可能である.

また, 図 6 は不均衡計量分析で求められた労働需給不均衡と雇用人員判断 D. I. との関係にお

いて,

(｢不足｣ ＞ ｢過剰｣) ⇔労働市場における超過需要

(｢過剰｣ ＞ ｢不足｣) ⇔労働市場における超過供給

という関係が必ずしも成立していない可能性を示唆している. つまり需要超過期にも経営者が労

働過剰を判断する可能性が高いことを示している.
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資料：日本銀行 ｢企業短期経済観測調査｣, 厚生労働省 ｢労働経済
動向調査｣.

図 6 労働需給不均衡と雇用人員判断D. I.
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(暦年)

17 Bentolila and Saint-Paul (1999) は可変的労働分配率を前提とした生産構造の分析を行なっている.



雇用判断 D. I. が経済学的に何を意味しているかについて, 図 4 の不均衡分析のフレームワー

クに基づいて考えてみる. 企業が恒常的に必要数以上に従業員を抱えている ｢過剰雇用｣ が発生

しているのであれば, 実質賃金が ��の場合, 点Ａを超える雇用量が存在するということになる.

雇用調整に遅れが発生した場合には, 実質賃金が均衡賃金を上回ったときに ｢過剰雇用｣ が存在

することはあり得る.

問題は, 雇用人員判断 D. I. は, ｢バブル期｣ を除くと, 実質賃金が均衡点 E を下回った需要

超過と想定される場合においても, 恒常的に過剰を示していることである. 実質賃金が ��の場

合, 点 B を超えて雇用することは理論上不可能であり, ｢過剰雇用｣ は存在し得ない.

｢企業短期経済観測調査｣ (日本銀行) では, 雇用人員に関する質問で ｢過剰｣, ｢適正｣ ｢不足｣

のいずれかを回答するようになっている. 労働需要全体では需要超過であっても, 個々の企業で

は供給超過状態の企業が一定数存在していることは事実である. しかし, それは集計した全体で

恒常的に雇用が過剰であるという結果がもたらされる理由にはならない. 雇用人員判断 D. I. は

企業経営者の主観によって回答が左右される面も否定できない. このような事情を考慮すると,

雇用人員判断 D. I. は企業の経営動向を把握するには貴重なデータではあるが, 労働市場全体の

需給動向を示すものとして解釈することについては慎重であるべきと言える18.

6. 労働需給不均衡と失業問題

ここでは不均衡計量分析の結果と UV 曲線に基づく分析結果を照合しつつ, 労働市場の需給

不均衡と完全失業率との関係について考えて見たい.

不均衡計量分析結果から求められる労働需給 �������������と統計で捕捉される �	��
��と

の間には理論上, ⑭式で示される関係が成立しており, 次のように書き換えることができる.

労働需給不均衡 � ������������ 	��
� ⑭�

式⑭� は定義式でもあるが, 実際には等号は必ずしも成立していない. その理由として, 統計

上捕捉される失業率や欠員率は, 理論上想定されるものとものは必ずしも同一ではないことがあ

る. 従って, �������������と �	��
��の動きを比較することで, 失業率と欠員率の動きにつ

いての考察を行う.

不均衡計量分析の推定結果の (ケース②) で求められた �������������と �	��
��の動きを

比較してみたのが, 図 7 である. ここでも比較が容易となるように, 四半期ベースの値から年間

ベースの値に変換したものを用いた.

この結果は, 両者の変動は基本的には近似しているものの, 微妙な差異があることを示してい

る. 1972～92 年の間は, �������������は �	��
��よりも変動幅が大きい. まず, 第一次石油

…………………………………………………
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18 Quandt, R. E. and H. S. Rosen (1985) は不均衡計量分析を用いて, 米国における恒常的労働供給
説を統計的に棄却している.



ショック後の景気後退期において, �������������は労働市場の大幅な超過供給状態が示されて

いるのに対して, �������は小幅なマイナスとなっているに過ぎない. 1980 年代前半は

�������������が労働市場の超過需要状態を示しているのに対して, �������はマイナスとなっ

ている.

1992 年以降については, �������は �������������が下方シフトした形となっている.

�������������と �������はともに下方トレンドを示しており, 労働市場が需給緩和の方向に

向かったことを示している. 但し, �������������では, 1990 年代前半は依然として労働需要

超過状態であり, 1998 年から本格的な供給超過状態に陥っているのに対して �������では 1992

年以降は供給超過状態にあったことを示している.

�������������と �������の乖離は欠員率と完全失業率のいずれの理論値からの乖離によっ

て生起しているのかを確認するためには, 欠員率と完全失業率をそれぞれ別個に推計して考察し

てみる必要性がある.

本論では, 構造的・摩擦的失業の概念にまで拡大した不均衡計量分析が展開されている. 従っ

て, 不均衡計量分析の (ケース②) の結果を用いることで構造的・摩擦的失業を考慮した欠員率

と失業率の推計値を求めることが可能となる.

⑫, ⑬式から, 失業率と欠員率は次のように定義される.

t 時点の欠員率 ������������ ⑫�

t 時点の失業率 ������������ ⑬�

ここで,

��� ：不均衡計量分析結果 (ケース②) から推計した �時点での労働需要量

��� ：不均衡計量分析結果 (ケース②) から推計した �時点での労働供給量

……………………………………………………………

……………………………………………………………
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注：In(D)＝In (労働需要量推計値), In(S)＝In (労働供給量
推計値), V＝欠員率, U＝雇用失業率である.

図 7 労働需給推計値とU-Vとの関連
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�� ： �時点での実質賃金水準に対応する CC� 上の雇用量 (�時点での雇用量の実績値)

であるとする. この関係を利用すると, 欠員率と失業率の推計値を求めることができる. ここで

の欠員率推計値と完全失業率推計値の乖離は労働需給不均衡に一致するため, �������������と

�������の乖離要因を欠員率と完全失業率それぞれに分離して考察することが可能になる.

欠員率と完全失業率の推計値と実績値をそれぞれ比較してみた結果は, 図 8, 9 に示すとおり

である.

まず, 欠員率について検討を加える. 図 8 から, 推計値は実績値を若干上回っているものの,

概ね推移を追っていることがわかる. 欠員率については, 不均衡計量分析結果から概ね精度の高

い推計が可能であることが分かる.

但し 1980 年代においては, 推計値は実績値を上回っており, 企業は労働需給状態と比較して

労働市場の不均衡と構造的失業
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図 9 完全失業率 (推計値と実績値) の比較
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図 8 欠員率 (推計値と実績値) の推移
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求人拡大に慎重であった可能性を示唆している. ｢バブル期｣ については, 需要超過期であり,

推計値, 実績値ともに上昇している. ｢バブル崩壊｣ 後の長期平成不況期については, 推計値は

1996 年以降, 実績値は 2000 年以降に上昇しており, 推計値は実績値を上回るという結果となっ

ている. 供給超過状態において欠員率が上昇したことの要因としては, 労働市場の効率性が低下

して求人・求職のミスマッチが増大した可能性が考えられる.

次に完全失業率について検討を加える. 図 9 から, 完全失業率については推計値と実績値の乖

離が大きく, 不均衡計量分析を用いても失業率の推計は容易ではないことが分かる.

第一次石油危機前の需要超過時においては, 実績値は推計値を上回り 1％台となっている. 現

実問題として失業率が 0％以下になることは考えられない. 第一次石油危機後の景気後退期には

労働供給超過状態を反映して推計値は 4％台にまで上昇するが, 実績値はそれほどには上昇して

いない. 1980 年代前半は, 労働需要超過を反映して推計値は低下するが, 実績値は次第に上昇

している. ｢バブル期｣ には推計値はほぼ 0％にまで低下するが, 実績値は 2％程度にまでしか低

下していない.

1972 年～1991 年の間についてみると, 実績値は労働需給不均衡の影響を受けるものの, 推計

値よりも変動が小さい. つまり, 需要超過時において実績値は推計値程には低下せず, 逆に供給

超過時には実績値は推計値程には上昇しない.

問題は 1992 年以降, 推計値と実績値の関係がそれまでのパターンとは異なる動きをしている

ことである. ｢バブル崩壊｣ 後の 1992 年以降, 実績値は上昇傾向を示した後, 2002 年にピーク

を示し, その後は低下している. これに対して推計値は, 1995 年までの労働需給緩和を受けて

上昇し, 再度, 1998 年から上昇して 2002 年にピークを示している. この間, 実績値は推計値を

上回り続けているが, 2002 年には推計が実績値に追いついている.

こうしたことから, 1992 年以降の �������������と �������の乖離については, 完全失業率

の実績値が推計値よりも高い水準であることから発生したものであることが判明する. また,

1999 年以降, 欠員率と完全失業率が同時に上昇していることを考え合わせると, ｢バブル崩壊｣

後に労働市場においてになんらかの構造変化が発生している可能性があると考えられる.

失業の構造的・摩擦的要因についてさらに検討するために, 不均衡計量分析の推定結果から構

造的・摩擦的失業率の推計値を求めることとする. 特に 1992 年以降の失業率急上昇過程におい

て, 構造的・摩擦的要因がどの程度, 影響を与えているかを考えてみることは意義がある.

構造的・摩擦的失業率を求めるためには, 次のように考える. 均衡雇用量は図 4 の均衡点 E

での雇用量 L＊である. しかし, 実際の雇用量は CC� 上の J点での雇用量である. 従って賃金水

準が均衡水準であっても JE 間に相当する失業者と欠員が存在する. このときの失業率 (＝欠員

率) が構造的・摩擦的失業率である.

UV 曲線を用いた場合の ｢需要不足失業率｣ は, ある一定の (均衡水準を超える) 賃金水準下

での労働需要量と労働供給量の乖離としては捉えられていない. ｢需要不足失業率｣ は, 失業率

から構造的・摩擦的失業率を控除したものとして求められる. 従って賃金水準が WH のときの需
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要不足失業は, FH から EJを控除したものとなる.

構造的・摩擦的失業率を推計するために, まず不均衡計量分析の (ケース②) の結果から均衡

賃金 W＊を求め, 次に均衡賃金水準での雇用量である均衡雇用量 L＊を求めた.

構造的・摩擦的失業が存在するために過少となっている点 Jでの雇用量 ��を求めるには, 欠

員率あるいは失業率の値と �の推定値を利用する必要があるが, このとき欠員率あるいは失業率

のどの値を用いるかが問題となる. 均衡点 E においては, 欠員率と失業率が等しくなることか

ら, CC� の形状を考えると, その値は各時点における欠員率と失業率の間の値となる. 従ってこ

こでは各時点での欠員率と失業率の平均値を実績値として用いた.

��と L＊の推計値の差を構造的・摩擦的失業と考え, ��に対する比率を構造的・摩擦的失業率

として推計した.

不均衡計量分析から求めた構造的・摩擦的失業率の推計結果は図 10 に示すとおりである. こ

の結果から, 構造的・摩擦的失業率は長期的に上昇していると考えることができる. 特に 1972

年から 1992 年の間については, 失業率は構造的・摩擦的失業率が上昇しつつ, 労働需給が影響

を与えて変動していると考えられる.

但し, 1992 年以降については構造的・摩擦的失業率はそれまでよりも高い速度での上昇傾向

を示しているが, この結果については慎重に解釈しなければならない.

図では, 厚生労働省が公表している構造的・摩擦的失業率の推移も示している. 両者を比較す

ると, 1990 年頃までは不均衡計量分析に基づく推計値が 0.2～0.3％ポイント程度低いという差

はあるものの, ほぼ同一水準で推移している. しかし, 1993 年以降は, 両者はともに上昇して

いるものの, 厚生労働省の推計値は上昇の勢いが強まっている. 特に 1998 年以降は, 乖離の度

合いが大きくなっていることが示される.

厚生労働省 (2005) の推計結果に従うと, 1992 年以降の失業率上昇の背景には構造的・摩擦

労働市場の不均衡と構造的失業
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図 10 構造的・摩擦的失業率の推計
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注：厚生労働省推移値については出典は図 2 と同一.
資料：総務省統計局 ｢労働力調査｣

(暦年)



的要因が大きく寄与していたと解釈されることになる. しかし我々の分析結果からは, 1992 年

以降の失業率上昇は, 構造的・摩擦的失業率上昇による影響を多分に受けながらも, その影響度

合いは厚生労働省推計ほどには大きくないという結果となる.

ま と め

本論文では, 対象を構造的・摩擦的失業の概念にまで拡張したワルラシアンタイプの労働市場

不均衡計量分析手法を提示した. 推定結果を踏まえて, 日本の労働市場における需給不均衡と失

業率や欠員率との関連を検討するとともに, その背後にある企業行動や家計行動の変動について

考察した.

完全失業率の実績値と推計値の乖離は, 欠員率のそれよりも大きいという結果となっている.

これは完全失業率が労働需給不均衡を直接反映したものとは限らないことを示している. 完全失

業率は労働需給不均衡のみでなく, 制度的要因の影響を受けた企業や家計の行動変化にも影響を

受けることが考えられる.

つまり失業率は企業の雇用調整や雇用保蔵 (Labor Hoarding) といった労働需要側の行動や,

職探しを行うか否かといった労働供給側の意向, さらには履歴効果といった過去の経緯にも影響

されるものであるということである. また, 統計上捕捉される失業と理論上の失業に差異がある

ことも重要な点である.

第一次石油危機後の景気後退期において, 企業は大・中堅企業を中心に余剰人員をすべて削減

するのではなく, 人的資本を蓄積した正規雇用者 (正社員) は将来の景気回復のために企業内に

取り込む雇用保蔵を行い, 非正規雇用者を削減対象としたことが考えられる19. 一方, 家計側か

ら見た場合, 非正規雇用者が雇用契約が打ち止めされた際に, 求職活動をあきらめて非労働力化

するいわゆる求職意欲喪失効果が生じた可能性がある. 雇用保蔵と求職意欲喪失効果により, 完

全失業率は労働需給不均衡から推計される程には上昇しなかったとことが想定できる.

1980 年代前半においては, 不均衡計量分析では労働需要超過状態であったことが示されるが,

完全失業率は低下せず, むしろ上昇している. この要因としては, 構造的・摩擦的失業率が次第

に上昇したことがある. さらに, 1970 年代後半の景気後退期に企業内に適正雇用量を超える正

規雇用者を雇用保蔵していたので, 景気回復期には正規労働者を有効利用するために雇用者数を

増加さなかったことが考えられる. また, 労働需要超過時には, 新たに職探しをする人が増加す

ることで, 労働供給が増加して失業率を高める可能性もある. そのため, 推計値が示す程には完

全失業率が低下しなかった可能性がある.

｢バブル期｣ における完全失業率の実績値は低下しているものの, 推計値ほどには大きく低下

山上 俊彦
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では失業率推計に当たって労働時間の影響は除去しているため, 労働時間については論じない.



していない. この両者の乖離要因については, それまで雇用保蔵されていた企業内余剰人員の活

用と労働時間延長で対応したことが考えられる. また, 企業が想定していた程, 雇用者数を増や

すことができない要因が発生していた可能性もある. 例えば, 人手不足であるにも関わらず実質

賃金率の上昇が不十分であり, 3Ｋと呼ばれる仕事に応募者が少なかったこと等が上げられる.

さらに新たに職探しをする人が増加することで, 労働供給が増加した可能性もある.

｢バブル崩壊｣ 後, 特に 1992 年以降において, 完全失業率は推計値, 実績値ともに上昇した.

推計値の 1992 年から 1995 年の上昇は景気後退に基づく谷からの反転であり, 本格的に上昇傾向

を示したのは 1996 年からである. これに対して実績値は ｢バブル崩壊｣ 直後, つまり労働需給

が緩和状態に向かい始めた段階で本格的な上昇トレンドを示している.

なぜ ｢バブル崩壊｣ 直後に労働需給の変動を先取りして労働分配率が上昇したのか, 企業が雇

用調整を実施したかについては, 理由は依然として明確ではない. しかし, このような企業行動

が失業率の急上昇と関連している可能性は高い. また, この時点で失業率が上昇したことが履歴

効果を伴ってその後に失業率の継続的上昇をもたらしたという可能性もある.

従前の景気後退期と異なり, ｢バブル崩壊｣ 以後の失業率の推計値は実績値を上回っている.

この要因を労働需要側から見ると, 企業が景気後退に対しても雇用保蔵で対応するという従来の

行動を踏襲しなかったことが考えられる. また, 雇用形態が多様化して企業が常に適正人員を確

保できるようになるといったことにより, 雇用量が抑制された可能性もある. 企業の雇用調整行

動や雇用保蔵に対する姿勢が変化することで, ｢バブル崩壊｣ 後は特に, 労働需給変動の影響が

失業率により直接的に反映されるようになったことが考えられる.

この点については, 過去に蓄積した人的資本を有する労働者を手放してまでも雇用調整した理

由を探らなければならない. 国際競争の激化に伴い人件費を抑制する, IT 化の進展で事務作業

が単純化して非正規雇用者が増加するといったことから人的資本投資の重要性が低下した可能性

が考えられる.

一方, 労働供給側を見ると, 景気後退時においても, 女子の高学歴化の進展に伴い人的資本の

蓄積が進み, 雇用契約を打ち止めされた労働者が職探しをあきらめる求職意欲喪失効果が低下し

たこと, 夫の所得減少や雇用不安で妻の就業意欲が高まることで職探しを始める人が増える追加

的労働者効果が高まったために, 労働供給量が従来よりも多くなった可能性がある. サービス化

の進展はこのような傾向に拍車をかけたと考えられる.

構造的・摩擦的要因で説明できない部分は定義上, 労働需給不均衡により生起した失業という

ことになる. しかし, 我々の分析結果はケインジアン的立場を支持するものではない. なぜなら,

我々の分析は名目賃金の下方硬直性を前提としたものではなく, 実質賃金の均衡水準からの乖離

を問題としているからである. 従って金融緩和政策によるデフレ対策が失業対策として有効とい

う政策論を支持する訳ではない.

その一方では, 現在, 構造改革の名の下に唱えられている労働市場政策は, 解雇自由化といっ

た観点からの労働者の企業間, 産業間移動に重点が置かれており, 雇用創出の観点からの議論が

労働市場の不均衡と構造的失業
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不十分である. 金融緩和によるデフレ脱却と, 恣意的に労働者を移動させようとする構造改革論

という両極論では労働市場問題を解決することはできない.

我々の推計した構造的・摩擦的失業率は政府 (厚生労働省) の提示した値よりも低いものとなっ

ている. しかし, それは構造的・摩擦的要因に対する対策を疎かにして良いということではない.

失業対策としては構造的・摩擦的要因に対する対策と労働需給不均衡に対する対策という両サ

イドからの接近が必要となる. 構造的・摩擦的失業を回避するための職業訓練や情報提供といっ

た雇用対策は常時, 必要とされる. その一方で雇用創出と労働者移動の円滑化を考える必要性が

ある. その際には労働者の移動と人的資本蓄積との関連も考慮されなければならない.

労働市場を取り巻く制度的要因の変化に対して企業行動や労働者の行動も変動する. 労働市場

政策の方向性如何によって企業や労働者の人的資本投資への意欲を削ぐ危険性もある. これらの

変動に対応した労働市場政策を立案するかが重要な課題である.
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